
証券コード 2152
2026年６月８日

（電子提供措置の開始日） 2026年６月１日
株 主 各 位

東京都品川区西五反田二丁目11番17号

幼児活動研究会株式会社

代表取締役社長 山 下 孝 一

第54回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第54回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通

知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電

子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の
下記ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト
https://www.youji.co.jp/contents/ir/ircontents/soukai.html

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）
のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証
上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（会社名）又は証券コード
を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択の上、ご確認く
ださいますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席されない場合は、書面により議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行
使書用紙に賛否をご表示いただき、2026年６月22日（月曜日）午後６時まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1. 日 時 2026年６月23日（火曜日）午前10時

（受付開始 午前9時30分）

2. 場 所 東京都港区海岸１丁目11番２号

アジュール竹芝 16Ｆ「曙」

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第54期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告及び計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件

第４号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する業績連動型譲渡制限

付株式報酬制度導入に伴う報酬決定の件

以 上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。

議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとし

て取り扱わせていただきます。

電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにその旨、修正前の事

項及び修正後の事項を掲載させていただきます。

総会ご出席の株主様へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきま

すようお願い申し上げます。
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事 業 報 告

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

1. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

全般的概況

当事業年度におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善や、インバウンド

需要の増加により緩やかな回復基調を維持しました。一方で、中東情勢の緊迫化

による資源・エネルギー高や物価上昇は継続しており、依然として先行き不透明

な状況が続いております。

このような中で当社では、現在の様々な物価高騰及び社員待遇の改善による人

件費の高騰にて、2025年4月より正課・課外クラブ共に値上げを実施させていただ

きました。営業を強化し、新規獲得に向けて2歳児クラスの拡大に努めた結果、契

約件数においては、値上げにもかかわらず正課・課外クラブ共に前年同期を上回

ることができました。

今後もお客さまにより満足いただけるよう、よりよい指導サービスの向上に努

めてまいります。

このような事業環境を背景に、当事業年度における売上高は、7,480百万円（前

期比5.7％増）、経常利益1,419百万円（前期比14.4％増）、当期純利益1,143百万円

（前期比31.1％増）となりました。

当事業年度の1株当たり当期純利益は105円86銭となりました。前事業年度にお

ける1株当たり当期純利益は80円75銭でした。
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正課体育指導業務：正課体育指導業務におきましては、実施会場数が前事業年

度末の1,279園から17園増加し、当事業年度末は1,296園となりました。

これらの結果、売上高は1,118百万円となりました。

課外体育指導業務：課外体育指導業務におきましては、スポーツクラブ、サッ

カークラブ、新体操クラブの会員数は、前事業年度末の67,955名から、当事業年

度末は66,971名となりました。課外クラブの新規獲得と2歳児クラスの拡大に努め

ました。

これらの結果、売上高は5,576百万円となりました。

イベント企画業務：イベント企画業務におきましては、主に当社の課外体育指

導業務の会員を対象とした遠足、合宿、冬期のスキー・スケート教室やドッジボ

ール大会、新体操発表会、サッカー大会等を全国各地で開催いたしました。

これらの結果、売上高は376百万円となりました。

その他業務：その他業務におきましては、障がい児向けの体育教育指導を行う

療育事業や幼児・学童向けの学習塾等を運営し、地域のお客さまにご満足いただ

ける保育サービスの普及に努めてまいりました。

これらの結果、売上高は122百万円となりました。

コンサルティング業務：コンサルティング業務におきましては、コンサルティ

ング契約件数は、前事業年度末の221件から12園増加し、当事業年度末は233件と

なりました。

お客さまのニーズに応え、園発展のための総合的なサポート指導、個別研修に

注力しました。

その結果、コンサルティング関連事業に係る売上高は285百万円となりました。
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業務の種類別売上高、契約園数及び会員数

期 別

項 目

2024年度

第53期

2025年度
（当事業年度）

第54期

経営成績他 構 成 比 経営成績他 構 成 比

正 課 体 育 指 導 業 務 売 上 高（百万円） 1,085 15.3％ 1,118 15.0％

実 施 会 場 数（園） 1,279 1,296

課 外 体 育 指 導 業 務 売 上 高（百万円） 5,248 74.2％ 5,576 74.5％

会 員 数（人） 67,955 66,971

イ ベ ン ト 企 画 業 務 売 上 高（百万円） 347 4.9％ 376 5.0％

そ の 他 業 務 売 上 高（百万円） 109 1.5％ 122 1.6％

コンサルティン グ 業 務 売 上 高（百万円） 282 4.0％ 285 3.8％

契 約 件 数（件） 221 233

売 上 高 合 計（百万円） 7,073 100.0％ 7,480 100.0％

(2) 設備投資の状況

当事業年度において実施した設備投資は、30百万円であります。主な内容は、

パソコン及び複合機24百万円、業務系システムへの投資5百万円等であります。

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

当社は、幼稚園・保育園・認定こども園、及びその園児を主要顧客としており

ます。少子化の進行により、子供の人口を分母とした市場規模は縮小傾向にあり

ますが、一方で子供一人ひとりに対する「教育の質」への期待はかつてないほど

高まっております。このような市場環境において、当社は必要とされるサービス

に「高付加価値・高品位・高品質」を追求することが、持続的な成長の鍵である

と考えております。

これまで以上に質の高いサービスを開発・提供するとともに、それらを現場で

具現化する指導スタッフの育成に注力いたします。研修体制の抜本的な拡充を通

じて全社的な指導レベルの底上げを図り、多角的かつ専門性の高いプログラムを

展開することで、他社との差別化及び高収益体質の確立を推進してまいります。

それぞれの対処すべき課題は次のとおりであります。

① 事業の確立

(イ) 正課体育指導業務

顧客ニーズが多様化・高度化する中、市場動向を的確に把握し、迅速にサー

ビスへ反映させる体制が重要となっております。長年「コスモ」ブランドで培

った信頼に安住することなく、既存サービスのさらなる高付加価値化を推進

し、既存顧客の維持と新規顧客の開拓を両立させることが最重要課題でありま

す。

指導員の徹底した社員研修を通じて、各園の期待を超える専門人材を育成

し、付加価値に見合った収益性の向上と売上拡大を目指してまいります。

(ロ) 課外体育指導業務

提携会場数の拡大による市場シェアの向上、各会場における会員数の最大

化、及び園児数に対する入会率の向上が最重要課題であると認識しておりま

す。保護者の皆様に対し、幼児期における体育教育の重要性について一層の理

解を促すとともに、お子様の成長を実感していただける質の高いサービスを提

供してまいります。あわせて、合同練習会や階層別研修の実施により指導スキ

ルの標準化を図り、すべての会場において均一かつ高品質な指導を提供できる

体制を強固に構築してまいります。
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(ハ) イベント企画業務

安全対策の徹底と維持を最優先事項とし、季節性・地域性を活かした当社独

自の体験型イベントを提供することで、顧客満足度の向上に努めてまいりま

す。変化の激しい社会情勢において、常に新鮮な体験価値を求めるニーズに応

えるべく、新規コンテンツの開発を推進いたします。

また、イベントを「課外体育指導業務（スポーツ・サッカー・新体操各クラ

ブ）」のロイヤリティ向上に繋げ、入会促進及び退会抑制に寄与する魅力ある

施策として展開してまいります。

(ニ) その他業務

療育事業（障がい児向け体育指導）や保育事業で蓄積したノウハウを、正課

体育指導の提案や既存契約園への付加価値サービスとして積極活用してまいり

ます。専門性の高い知見を既存事業に還元することで、よりきめ細やかでイン

クルーシブな保育プログラムの開発に努め、競合他社との差別化要因としてま

いります。

(ホ) コンサルティング関連事業

園の経営及び教育サポートを通じて、各園独自の特色づくりと園児数確保に

貢献してまいります。職員の経験年数に応じた階層別研修の実施や、全国展開

する当社ならではの広範な情報提供を行うことで、顧客満足度の向上と、園自

体の教育の質向上を伴走型で支援してまいります。

② 内部管理体制の強化とコーポレート・ガバナンスの充実

当社は、持続的な成長と企業価値の向上を実現するためには、事業規模の拡

大に即した内部管理体制の構築が不可欠であると認識しております。内部統制

の強化に加え、コンプライアンスの遵守とリスク管理を徹底し、透明性の高い

コーポレート・ガバナンスの充実に継続的に取り組んでまいります。

③ 危機管理体制の強化

当社グループの事業継続能力を高めるため、現在、事業継続計画（BCP）の見

直しと再策定、及び社内体制の再構築を進めております。その一環として、物

理的な制約を低減する仮想サーバへの移行等、ITインフラの強靭化を図ること

で、不測の事態においても迅速な業務復旧が可能な環境を構築してまいります。

今後も情報セキュリティを含むリスク管理を徹底し、企業価値の維持・向上に

努めます。
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④ 資金調達手段の多様化と財務基盤の健全性確保

持続可能な成長投資に向けた資金余力を確保するため、財務基盤の健全性を

維持しつつ、市場環境に応じた柔軟かつ多様な資金調達手段の確保に取り組ん

でまいります。

⑤ 経営戦略面での取り組み

経営戦略の要として、園の経営・運営面を全方位からサポートすることによ

り、当社の経営理念及び教育プログラムの網羅的な浸透を図ってまいります。

これにより、単なる指導業務の受託を超えた、教育現場における不可欠なパー

トナーとしての地位を確固たるものにしてまいります。

(5) 財産及び損益の状況の推移
(単位：百万円)

区 分
2022年度

第51期

2023年度

第52期

2024年度

第53期

2025年度
（当事業年度）

第54期

売 上 高 6,917 6,951 7,073 7,480

経 常 利 益 1,491 1,387 1,240 1,419

当 期 純 利 益 1,079 965 872 1,143

１株当たり当期純利益 99円95銭 89円34銭 80円75銭 105円86銭

総 資 産 12,095 12,754 13,491 14,486

純 資 産 8,752 9,601 10,278 11,003

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算出しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

③ 当事業年度末日における特定完全子会社の状況

特定完全子会社に該当する子会社はありません。
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(7) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

当社は、幼児体育指導関連事業、並びにコンサルティング関連事業により構成

されております。このうち、幼児体育指導関連事業においては、幼稚園、保育園

及びこども園の保育の一環として行う正課体育指導、幼児及び児童を対象とした

課外体育指導、障がい児向けの体育教育指導を行う療育事業や小規模保育事業の

経営等を行い、コンサルティング関連事業においては、幼稚園、保育園及びこど

も園に対する経営指導並びに運営指導等を行っております。

正課体育指導業務：幼稚園、保育園及びこども園が保育時間内(正課)に行う体

育の授業に関し、契約に基づいて指導を行っております。具体的には、各園の意

向・基本方針をふまえて、運動会等の構成企画をはじめ、１年間のカリキュラム

の策定のアドバイスを行うと同時に、楽しく健全で効果的な授業が行えるよう、

当社社員が各園に赴いて直接指導にあたっております。

課外体育指導業務：幼稚園、保育園及びこども園の施設を借用して、園児から

卒園児である小学生を対象にスポーツクラブ、サッカークラブ、新体操クラブ等

を主宰する事業を運営し、独自のカリキュラムに従って体育指導を行っておりま

す。

イベント企画業務：上記課外体育指導の一環として、サッカー大会、遠足、合

宿、冬期のスキー・スケート教室やドッジボール大会、新体操の発表会等のイベ

ントを企画し実践しております。原則として、クラブ会員を対象に募集を行い、

保護者は参加・同行いたしません。イベントの運営・引率・添乗等は、当社社員

が行い、幼児・児童の躾や自律心を育むことを主目的に指導しております。

その他業務：障がい児向けの体育教育指導を行う療育事業や小規模保育事業、

幼児・学童向けの学習塾等を運営し、地域にお住まいの方々にご満足のいただけ

る保育サービスを提供しております。

コンサルティング業務：魅力的で元気な幼稚園・保育園・こども園づくりのた

めの経営コンサルティング、教育コンサルティング、運営指導、園職員の研修、

幼児教育に関するあらゆるコミュニケーション活動の企画及び印刷物の企画制作

等を行っております。
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(8) 主要な営業所（2026年３月31日現在）
当社

本 社 ： 東京都品川区西五反田二丁目11番17号

支 部 ： (北海道) 札幌支部

(青森県) 青森支部

(山形県） 山形支部

(宮城県) 仙台支部

(栃木県) 宇都宮支部

(福島県) 郡山支部、いわき支部

(群馬県) 高崎支部

(新潟県) 新潟支部

(埼玉県) 大宮支部、川越支部、春日部支部

(千葉県) 総武支部、柏支部、成田支部

(東京都) 東京支部、立川支部、蒲田支部、町田支部

(神奈川県) 横浜支部、湘南支部

(静岡県) 静岡支部、浜松支部

(山梨県) 甲府支部

(長野県) 長野支部

(愛知県) 名古屋支部、豊橋支部

(富山県) 富山支部

(石川県) 金沢支部

(福井県) 福井支部

(京都府) 京都支部

(奈良県) 奈良支部

(大阪府) 大阪支部、堺支部

(兵庫県) 神戸支部、西宮支部

(和歌山県) 和歌山支部

(広島県) 広島支部、福山支部

(福岡県) 北九州支部、福岡支部、久留米支部

(長崎県) 長崎支部

(鹿児島県) 鹿児島支部

(沖縄県) 沖縄支部

保育所 ： (東京都) 五反田せせらぎ保育園

塾 ： (東京都) コスモアカデミー品川

療育施設： (東京都) コスモ療育クラブ ファミリア戸越店
コスモ療育クラブ ファミリア五反田店
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(9) 使用人の状況（2026年３月31日現在）
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

569（11)名 ６名減 （４名増) 34.5歳 12.1年

(注)１．使用人数は就業人員であり、出向者を含んでおりません。
２．臨時従業員数は、( ) 内に年間平均人員数を外数で記載しておりますが、平均年齢及び平

均勤続年数の計算には、臨時従業員を含んでおりません。

(10) 主要な借入先（2026年３月31日現在）

該当事項はありません。

(11) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 11,784,000株(自己株式981,450株を含む。）

(3) 株主数 1,096名

(4) 大株主及びその持株数

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 山 善 3,962,000株 36.68％

ＵＨＰａｒｔｎｅｒｓ２投資事業有限責任組合 1,085,300株 10.05％

山 下 明 子 1,020,160株 9.44％

光 通 信 Ｋ Ｋ 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 691,000株 6.40％

コ ス モ 従 業 員 持 株 会 543,208株 5.03％

ＵＨＰａｒｔｎｅｒｓ３投資事業有限責任組合 375,000株 3.47％

山 下 孝 一 304,560株 2.82％

エ ス ア イ エ ル 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 263,700株 2.44％

ア イ ザ ワ 証 券 グ ル ー プ 株 式 会 社 208,000株 1.93％

東 京 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 200,000株 1.85％

(注)上記大株主の状況欄には、当社が保有する自己株式を除いております。当社は、自己株式を
981,450株所有しており、発行済株式総数に対する割合は8.33％であります。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

― 12 ―

2026年05月22日 12時44分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2026年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 山 下 孝 一 株式会社山善取締役

専 務 取 締 役 広 田 照 彰

取 締 役 川 田 伸 管 理 本 部 長

取 締 役 久 賀 満 雄 事 業 本 部 長

取 締 役 山 下 明 子
管 理 本 部 副 本 部 長
兼 事 業 管 理 部 長

株式会社山善代表取締役社長

取 締 役 八 田 哲 夫
コスモ・コンサルティ
ング事業部部長

取 締 役 大 野 俊 一

株式会社リンクアンドモチベ
ーション取締役
株式会社モチベーションアカ
デミア取締役
株式会社リンクダイニング取
締役
株式会社リンクソシュール取
締役
株式会社リンクアカデミー取
締役
株式会社リンク・アイ取締役
株式会社リンク・インタラッ
ク取締役
オープンワーク株式会社監査
役
ジャパンストラテジックファ
イナンス株式会社取締役
Unipos株式会社取締役
イー・アソシエイツ株式会社
取締役

常 勤 監 査 役 川 口 弘 之

監 査 役 山 嵜 正 俊 山嵜法律事務所長

監 査 役 曲 渕 博 史

曲渕博史税理士事務所代表
株式会社グローバルパワー監
査役
甲府倉庫株式会社監査役
株式会社CLホールディングス
監査役
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(注) 1. 取締役大野俊一氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。なお、同氏は
東京証券取引所が指定を義務づける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員で
あります。

2. 監査役山嵜正俊及び曲渕博史の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。なお、両氏は東京証券取引所が指定を義務づける一般株主と利益相反が生じるおそれ
のない独立役員であります。

3. 監査役曲渕博史氏は、税理士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社定款において、社外取締役及び監査役全員は会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の責任について善意かつ重過失がないときは一定の限

度を設ける契約を締結することができる旨を定めており、いずれも会社法第425条

第１項に定める最低責任限度額を限度として、責任限定契約を締結しております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

① 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社の取締役に対する報酬は、1999年５月27日開催の第27回定時株主総会に

おいて、年額200,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議い

ただいており、当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は３名です。

また、当社の監査役に対する報酬は、1999年５月27日開催の第27回定時株主

総会において、年額50,000千円以内と決議されており、当該定時株主総会終結

時点の監査役の員数は１名です。

② 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

（イ） 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は2021年２月５日の取締役会において、取締役の個人別の報酬等

の内容にかかる決定方針を決議しております。

（ロ） 決定方針の内容の概要

当社は創立以来「未来を背負う子供たちのため、日本社会人類世界に

貢献する」を会社目標とし、その目標を実現するため、人を喜ばす社風

が売上利益を生み出す源泉となる会社を目指し、人間として正しいか正

しくないかを経営判断とし、社員と心を一つにして経営に携わってお

り、個々の取締役の報酬水準の決定にあたっては、人材の採用・育成・

自己実現を通して、生きがいや働きがいという人間の心の豊かさを求め

ることができるよう、物心両面の幸福を追求した報酬体系、報酬水準と

することを基本方針としております。

具体的には、当社取締役の報酬は、当該方針を反映し策定された取締

役会報酬規程に基づき算出される月例の基本報酬（金銭報酬）により構

成されており、各取締役の基本報酬は、役位、担当職務、貢献度等を考

慮しながら、総合的に勘案して決定するものとしております。
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（ハ） 当事業年度の取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであ

ると取締役会が判断した理由

当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等の決定について、取締役

会は当該決定が当社の基本方針を踏まえて策定された取締役報酬規程に

基づいて行われていることを確認していることから、上記（ロ）に記載

の決定方針と整合するものであると判断しております。

③ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

当事業年度においては、2025年６月24日開催の取締役会において代表取締役

社長山下孝一に取締役の個人別の報酬額の具体的な内容の決定を委任する旨を

決議しております。

その権限の内容は、取締役の個人別の報酬額のうち、個人考課で決定される

年次の加算額についてであり、当該権限を委任した理由は、当社全体の業績を

俯瞰しつつ、各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締役が最も適してい

るからであります。

なお、当該権限が適切に行使されるよう、委任された内容の決定にあたって

は、事前に取締役会で各取締役の担当職務、各期の業績、貢献度等について協

議を行い、代表取締役社長は当該協議の内容を踏まえ決定することとしており

ます。

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分

報酬等の

総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)
対象となる役

員の員数(人)固定報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役

(うち社外

取締役)

177,087
(2,400)

177,087
(2,400)

－
( －)

－
( －)

7
(1)

監査役

(うち社外

監査役)

18,923
(4,800)

18,923
(4,800)

－
( －)

－
( －)

3
(2)
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(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

取締役大野俊一氏が兼務している他の法人等との間には、取引その他記載す

べき特別な関係はありません。

監査役山嵜正俊氏が兼務している他の法人等との間には、取引その他記載す

べき特別な関係はありません。

監査役曲渕博史氏が兼務している他の法人等との間には、取引その他記載す

べき特別な関係はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

主な活動状況

取締役 大野俊一

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回に出席しており、取締

役として培われた経験と見地から、取締役会の意思決定の適正性を確保

するための意見、助言を積極的に行っており、取締役及び経営陣幹部の

監督強化に関しても重要な役割を果たしております。

監査役 山嵜正俊

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回、監査役会７回のうち

７回に出席しており、弁護士として培われた経験と見地から、取締役会

の意思決定の適正性を確保するための意見、助言を積極的に行っており

ます。また、監査役会においては、社外監査役として実施した監査の報

告並びに他の監査役の実施した監査に対する質問を適宜行い、監査体制

の維持確保に努めております。

監査役 曲渕博史

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回、監査役会７回のうち

７回に出席しており、税理士として培われた経験と見地から、取締役会

の意思決定の適正性を確保するための意見、助言を積極的に行っており

ます。また、監査役会においては、社外監査役として実施した監査の報

告並びに他の監査役の実施した監査に対する質問を適宜行い、監査体制

の維持確保に努めております。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

PwC Japan有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る報酬等の額

22,000千円

② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

22,000千円
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務

指針」を踏まえ、監査計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の

監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計

監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(4) 非監査業務の内容

当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の

業務を委託しておりません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定

めるいずれかの事由に該当した場合、監査役会は監査役全員の同意により会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告

いたします。

また、上記の場合の他、会計監査人の職務遂行の状況、監査の品質等を総合的

に勘案して、監査役会は会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定

し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提案いたします。
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6. 会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと

おりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

・当社では、健全かつ透明性の高い企業運営の実現に向けて、コンプライアン

スの徹底を最重要課題の一つと捉えており、役職員は、経営計画書内に設けら

れた行動指針に基づき、常に企業倫理を意識し、社会人としての責務をわきま

えながら職務の執行に当たります。

・リスク管理規程において、役職員が法令及び定款を遵守すべきことを明文化

し、同規程に基づき設置された、代表取締役社長を委員長とするリスク・コン

プライアンス委員会を通じて、役職員の法令等遵守に対する取り組みの検討・

調査・審議等に努めます。

・コンプライアンス上の諸問題に対しては、経営会議を開催し、各部門長が問

題の顕在化を未然に防止すべく情報の集約に努めます。また、これらの情報が

速やかにリスク・コンプライアンス委員会に移管され、役職員を通じて全社レ

ベルで協議・検討する体制を確保いたします。

・代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、各部門の業務執行及びコンプラ

イアンスの状況等について定期的に監査を実施し、その評価を代表取締役社長

及び常勤監査役に報告いたします。

・金融商品取引法において規定されるところの財務報告の信頼性を確保するた

めの内部統制報告体制を構築し、その運用及び評価を実施いたします。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る情報については、文書又は電磁的媒体（以下、

「文書等」という。）に記録し、法令及び文書管理規程に従い適切に保存されま

す。

・取締役及び監査役が、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるよう規定し

ております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社では、取締役、監査役、事業部門及び管理部門のスタッフが毎月経営会

議を開催し、災害や事故等、事業目的の達成を阻害する様々なリスクに関する

情報を集約して報告するとともに、当該報告された事項をリスク・コンプライ

アンス委員会で協議、検討する体制を構築し、リスク管理を行っております。

・また通常業務以外に発生する投資リスク、システムの運用上のリスク、シス

テム開発リスクについては、投資委員会、システム運営委員会で協議、検討

し、各々のリスクに対応、管理する体制になっております。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会は月に一回定期的に、又は必要に応じて適時開催され、業務執行に

関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執行について相互監督す

る旨、取締役会規則において規定されております。

・取締役会規則に基づき、監査役は取締役会に出席し、取締役の職務の執行並

びにその他の事項に関して、意見を述べることができます。

・取締役の日常の職務執行については、職務権限規程及び業務分掌規程に基づ

き権限の委譲が行われ、責任の明確化を図ることで、迅速性及び効率性を確保

いたします。

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

・関係会社は、経営上の自主性・機動性を確保しつつ、重要な決定事項につい

ては当社の取締役会の承認を受け、営業及び決算の状況については当社の代表

取締役社長に対して適宜報告する旨、関係会社規程において規定されておりま

す。

・内部監査室は、関係会社の会計監査及び業務監査を行い、その評価について

代表取締役社長及び常勤監査役に報告いたします。

・定期的に開催される経営会議には関係会社の管理職員が出席し、グループ会

社全体を通じて、役職員のコンプライアンスに対する必要性・重要性の認識レ

ベルを引き上げ、リーガルマインドの醸成に努めます。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は

監査役と協議の上、管理本部に所属する者を監査役を補助すべき使用人として

指名することができます。

・監査役の職務を補助する使用人に対する指揮命令権限については、その職務

を補助すべき範囲内において監査役に帰属するものとし、取締役からの独立性

を確保いたします。
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⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する事項

・監査役は、取締役会及びその他の重要な会議に出席し、意思決定の過程及び

業務の執行状況について把握し、必要に応じて取締役からの報告を受け、これ

に対して意見を述べます。

・監査役は、取締役から会社に著しい損害を及ぼす可能性のある旨の報告を受

けた場合には、その調査の要否を協議し、それに伴い必要な助言又は勧告を行

うほか、状況に応じ適切な措置をとります。

・内部通報制度を導入し、常勤監査役を通報の窓口とすることで、役職者を通

じて会社に著しい損害を及ぼす可能性について指摘できる体制を確保いたしま

す。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、上記⑦に掲げた事由以外においても、必要に応じて取締役と意見

交換を行うとともに、内部監査室と連携を図り、内部監査を通じて明らかにな

った重要事項に関する報告を受け、また会計監査人と適宜協議する場を持ちま

す。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

・総務部を反社会的勢力対応の総括部署と位置づけ、その責任者を総務部長と

いたします。

・新規に取引を開始又は取引を継続する場合には、信用調査等を行い、反社会

的勢力との関係がないことを確認する等の対策を徹底いたします。

・反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、顧問弁護士、警察、暴力

団追放運動推進センター等の外部専門機関と連携し、有事の際の協力体制を構

築いたします。

・反社会的勢力による被害を防止するための情報収集及び情報の一元的な管理

体制を構築し、対応マニュアルを整備いたします。

・反社会的勢力の排除に向け、不当行為に対する対応講習を受講する等の教育

措置を講じます。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下

のとおりであります。

① 当社のコンプライアンス体制について

・代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を毎月開催

し、コンプライアンス遵守状況等について報告を行い、問題点を洗い出し、そ

の改善を図っております。
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② 当社における業務の適正性について

・内部監査室が内部監査計画に基づき、当社の内部監査を実施しており、監査

結果を代表取締役社長に報告し、改善が必要な場合は指摘を行っております。

③ 取締役の職務の執行について

・当事業年度は、取締役会を18回開催し、業務執行に関する重要事項を協議・

決定するとともに取締役及び従業員の職務執行の監督を行いました。

④ 監査役の職務の執行について

・当事業年度は、監査役会を７回開催し、社外監査役を含む監査役は、監査に

関する重要な報告を受け、協議、決議を行っております。また、常勤監査役は

取締役会やその他重要な会議へ出席し、代表取締役、会計監査人並びに内部監

査室との間で定期的に情報交換を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部

統制の整備並びに運用状況を確認しております。

(3) 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針

該当事項はありません。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつ

つ、安定した配当を継続して実施していくことを剰余金の配当等に関する基本方

針としております。当社は今後、配当性向30％以上を目指し、安定的な配当の継

続並びに１株当たりの配当の増額に努めてまいります。毎事業年度における配当

の回数につきましては、定時株主総会において１回、もしくは中間配当を含めた

２回を基本的な実施方針としております。

当事業年度につきましては、前述の方針に基づき、１株当たり26円、配当総額

280,866,300円としております。

(注) 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切捨て、比率は表示桁未満を四捨五入
して表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 10,267,427 流 動 負 債 1,267,692

現 金 及 び 預 金 9,872,691 買 掛 金 88,507

売 掛 金 261,398 未 払 金 140,277

商 品 1,316 未 払 費 用 65,867

貯 蔵 品 357 未 払 法 人 税 等 377,230

そ の 他 132,429 前 受 金 85,614

貸 倒 引 当 金 △767 賞 与 引 当 金 325,895

固 定 資 産 4,219,401 そ の 他 184,299

有 形 固 定 資 産 321,180 固 定 負 債 2,215,827

建 物 45,326 退 職 給 付 引 当 金 1,955,028

工具、器具及び備品 39,294 長 期 未 払 金 260,799

土 地 236,558

無 形 固 定 資 産 59,260

投資その他の資産 3,838,961

投 資 有 価 証 券 2,777,840

繰 延 税 金 資 産 638,839

保 険 積 立 金 268,866

投 資 不 動 産 82,100 負 債 合 計 3,483,520

そ の 他 71,315 (純 資 産 の 部)

株 主 資 本 10,716,633

資 本 金 513,360

資 本 剰 余 金 365,277

資 本 準 備 金 365,277

利 益 剰 余 金 10,745,106

利 益 準 備 金 15,666

そ の 他 利 益 剰 余 金 10,729,439

自 己 株 式 △907,110

評 価 ・ 換 算 差 額 等 286,675

その他有価証券評価差額金 286,675

純 資 産 合 計 11,003,308

資 産 合 計 14,486,829 負 債 純 資 産 合 計 14,486,829

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 7,480,051

売 上 原 価 4,935,942

売 上 総 利 益 2,544,109

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,235,993

営 業 利 益 1,308,116

営 業 外 収 益

受 取 利 息 23,922

受 取 配 当 金 43,861

受 取 賃 貸 料 1,200

受 取 手 数 料 28,305

補 助 金 収 入 4,681

受 取 和 解 金 4,585

そ の 他 6,913 113,470

営 業 外 費 用

不 動 産 賃 貸 原 価 746

そ の 他 912 1,658

経 常 利 益 1,419,928

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 214,085 214,085

税 引 前 当 期 純 利 益 1,634,014

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 539,050

法 人 税 等 調 整 額 △48,583 490,466

当 期 純 利 益 1,143,547

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他
利益剰余金

利 益
剰余金
合 計

当 期 首 残 高 513,360 365,277 365,277 15,666 9,845,153 9,860,820 △907,110 9,832,347

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △259,261 △259,261 △259,261

当 期 純 利 益 1,143,547 1,143,547 1,143,547

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 884,286 884,286 － 884,286

当 期 末 残 高 513,360 365,277 365,277 15,666 10,729,439 10,745,106 △907,110 10,716,633

評価・換算差額等

純資産
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 446,099 446,099 10,278,446

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △259,261

当 期 純 利 益 1,143,547

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△159,424 △159,424 △159,424

当 期 変 動 額 合 計 △159,424 △159,424 724,862

当 期 末 残 高 286,675 286,675 11,003,308

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1.資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的債券………………………償却原価法（定額法）

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……… 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品…………………………………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

② 貯蔵品………………………………… 最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定)

2. 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産……………………………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～47年

工具、器具及び備品 ３～８年

② 無形固定資産……………………………定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。
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3. 引当金の計上基準

① 貸倒引当金………………………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

② 賞与引当金………………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当事業年度負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。

4. 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行業務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点は以下のとおりであります。また、当社の取引に関する支払条件は、通

常、１カ月のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。取引価格は顧

客との契約において約束された対価によって算定しております。

① 正課体育指導業務

正課体育指導業務に係る収益は、幼稚園、保育園及びこども園が保育時間内（正課）に行う体育

の授業に関し、顧客との契約に基づいて指導サービスを提供する履行義務を負っております。当該指

導契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収

益を認識しております。

② 課外体育指導業務

課外体育指導業務に係る収益は、園児から卒園児である小学生を対象にスポーツクラブ、サッカ

ークラブ、新体操クラブ等を主宰する事業を運営し、顧客との契約に基づいて指導サービスを提供す

る履行義務を負っております。当該指導契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であ

り、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

③ イベント企画業務

イベント企画業務に係る収益は、課外体育指導業務の一環として、サッカー大会、遠足、合宿、

冬期のスキー・スケート教室やドッジボール大会、新体操の発表会等のイベントを企画し、顧客との

契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務はイベントを提供する

一時点において、顧客が資産に対する支配を獲得して充足されると判断し、イベント提供時点で収益

を認識しております。
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④ その他業務

その他業務における収益は、障がい児向けの体育教育指導を行う療育事業や幼児・学童向けの学

習塾等を運営し、顧客との契約に基づいて指導サービスを提供する履行義務を負っております。当該

指導契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて

収益を認識しております。

⑤ コンサルティング業務

コンサルティング業務における収益は、幼稚園、保育園、こども園の経営コンサルティング、教

育コンサルティング、運営指導、園職員の研修に関し、顧客との契約に基づいてコンサルティングサ

ービスを提供する履行義務を負っております。当該コンサルティング契約は、一定の期間にわたり履

行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

１．繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

当事業年度

繰延税金資産 638,839

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、過去３年及び当期の各事業年度において、臨時的な原因により生じたものを除いた課税所

得が、期末における将来減算一時差異を下回るものの安定的に生じており、かつ、当期末において近

い将来に経営環境に著しい変化が見込まれないことから、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資

産の回収可能性に関する適用指針」の「分類２」に該当すると判断し、スケジューリング可能な将来

減算一時差異に係る繰延税金資産を回収可能と見積もっております。

上述の判断を行うにあたって、「少子化の進行における会社の事業及び業績への影響は限定的」とい

う仮定を置いており、当該仮定が主要な仮定に該当します。

当該仮定に変化が生じた場合には、上述の会社分類に影響を及ぼすことを通じて、繰延税金資産の

回収可能額の見積りが減少し、その結果、当期純利益にマイナスの影響を生じる可能性があります。

しかし、期末日においては、当該仮定の変更が必要となるような重要な経営環境の悪化を予見する事

実は認識しておりません。

― 27 ―

2026年05月22日 12時44分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



(貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 354,091千円

２．国庫補助金等に関する件

国庫補助金等により、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は1,179千円であり、

その内訳は次のとおりであります。

建物附属設備 1,179千円

(損益計算書に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 11,784,000株

２．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金 の

総額(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2025年６月24日
定時株主総会

普通株式 259,261 24
2025年
３月31日

2025年
６月25日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるもの

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2026年６月23日
定時株主総会

普通株式 280,866 利益剰余金 26
2026年
３月31日

2026年
６月24日

３．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

(1) 自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度

期首の株式数(株)
当事業年度

増加株式数(株)
当事業年度

減少株式数(株)
当事業年度末の

株式数(株)

普通株式 981,450 - - 981,450
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別内訳

(単位：千円)

繰延税金資産

退職給付引当金 616,224

賞与引当金 102,722

未払費用 15,305

減損損失 34,795

資産除去債務 6,991

未払事業税 12,307

事業所税 949

その他 241

繰延税金資産小計 789,538

評価性引当金 △18,748

繰延税金資産合計 770,790

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △131,951

繰延税金負債合計 △131,951

繰延税金資産の純額 638,839
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(金融商品に関する注記)

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組方針

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定して運用しております。またデリバ

ティブ取引は行わない方針です。

(2) 金融商品の内容及びリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、長期保有

を目的とする株式及び満期保有目的の債券で構成されており、価格変動リスクに晒されておりま

す。

買掛金、未払金、未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。

長期未払金は、主に役員退職慰労金の打切支給に係る債務であり、各役員の退職時に支給する

予定であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク

当社は経理規程に従い、営業債権について営業管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク(株価の変動リスク)の管理

当社の保有する有価証券は、月次ベースで時価評価を行っております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため帳簿価

額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時価 差額

売掛金 261,398 261,398 －

投資有価証券

満期保有目的債券 2,300,000 2,265,370 △34,629

その他有価証券 477,840 477,840 －

資産計 3,039,238 3,004,608 △34,629

買掛金 88,507 88,507 －

未払金 140,277 140,277 －

長期未払金 260,799 260,799 －

未払法人税等 377,230 377,230 －

負債計 866,815 866,815 －

(注)金融債権及び満期がある有価証券の当期末決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 9,872,691 － － －

売掛金 261,398 － － －

満期保有目的債券 700,000 1,000,000 600,000 －

合計 10,834,089 1,000,000 600,000 －
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。

（1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 477,840 － － 477,840

資産計 477,840 － － 477,840

（2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

満期保有目的債券 － 2,265,370 － 2,265,370

売掛金 － 261,398 － 261,398

資産計 － 2,526,768 － 2,526,768

買掛金 － 88,507 － 88,507

未払金 － 140,277 － 140,277

長期未払金 － 260,799 － 260,799

未払法人税等 － 377,230 － 377,230

負債計 － 866,815 － 866,815
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は取引所の市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

一方で、当社が保有している満期保有目的債券は、リスクフリーレートを加味した割引率のインプッ

トを用いて、割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法で算定しており、その時価をレベル２の

時価に分類しております。

売掛金

一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値

法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

買掛金、未払金、長期未払金、未払法人税等

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと信用リ

スクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。
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(収益認識に関する注記)

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計
幼児体育指導

関連事業

コンサルティング

関連事業
計

正課体育指導業務売上高 1,118,828 － 1,118,828 － 1,118,828

一時点で充足される履行義務 － － － － －

一定期間にわたり充足される
履行義務

1,118,828 － 1,118,828 － 1,118,828

課外体育指導業務売上高 5,576,338 － 5,576,338 － 5,576,338

一時点で充足される履行義務 － － － － －

一定期間にわたり充足される
履行義務

5,576,338 － 5,576,338 － 5,576,338

イベント企画業務売上高 376,958 － 376,958 － 376,958

一時点で充足される履行義務 376,958 － 376,958 － 376,958

一定期間にわたり充足される
履行義務

－ － － － －

その他業務売上高 122,738 － 122,738 － 122,738

一時点で充足される履行義務 － － － － －

一定期間にわたり充足される
履行義務

122,738 － 122,738 － 122,738

コンサルティング業務売上高 － 285,188 285,188 － 285,188

一時点で充足される履行義務 － － － － －

一定期間にわたり充足される
履行義務

－ 285,188 285,188 － 285,188

顧客との契約から生じる収益 7,194,863 285,188 7,480,051 － 7,480,051

外部顧客への売上高 7,194,863 285,188 7,480,051 － 7,480,051

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）の4.収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

契約負債の期首残高 88,331千円

契約負債の期末残高 85,614千円

契約負債は、顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。当事業年度の期首現

在の契約負債残高のうち、全額を当事業年度の収益として認識しております。
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(賃貸等不動産に関する注記)
１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、神奈川県横浜市において、賃貸用の土地を保有しております。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価

82,100 87,400

（注）1. 貸借対照表計上額は、取得原価から減損損失累計額を控除した金額であります。
2. 期末の時価は、社外の不動産鑑定士による評価額によっております。なお、第三者からの

取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられ
る指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額に
よっております。

(１株当たり情報に関する注記)

１. １株当たり純資産額 1,018円58銭

２. １株当たり当期純利益 105円86銭

(重要な後発事象に関する注記)

(業績連動型譲渡制限付株式報酬制度の導入)

当社は、2026年５月13日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、業績連動型譲渡制

限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）の導入を決議いたしました。

１. 本制度の導入目的等

（１）本制度導入の目的

本制度は、当社の取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」といいます。）を対象に、当社の

企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進

めることを目的として導入するものです。

（２）本制度の導入条件

本制度は、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のための金銭報酬債権を報酬として支給するも

のであるため、その導入は、本株主総会において当該報酬を支給することにつき株主の皆様のご承認を

得ることを条件といたします。

当社の取締役の金銭報酬額は、1999年５月27日開催の第27回定時株主総会において年額200,000千円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいておりますが、本株主総会では、当該報酬

枠とは別枠で、本制度に係る報酬枠を新たに設定することにつき、株主の皆様にご承認をお願いする予

定です。
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２．本制度の概要

本制度は、原則として取締役会が本制度に基づく報酬の支給を決定した事業年度（以下「業績評価期

間」といいます。）における業績目標の達成度合い（営業利益前年度比105％以上）に応じて、取締役会

があらかじめ定める基準に従い、業績評価期間終了後に当社の普通株式を交付する業績連動型の株式報

酬制度です。対象取締役に支給する本制度に係る金銭報酬債権の総額は、年額600万円以内とし、交付

する普通株式の総数は年6,000株以内といたします。なお、譲渡制限期間は、本株式の交付日から対象

取締役が当社の取締役その他当社取締役会が定める地位を退任する日までの期間といたします。

対象取締役は、本制度に基づき当社から支給された金銭報酬債権の全部を現物出資財産として払込

み、当社の普通株式の発行又は処分を受けることとなります。

なお、本制度は、当初の業績評価期間終了後においても、本株主総会において承認を受けた範囲内

で、継続して実施することができるものといたします。

本制度の主な内容は以下のとおりです。

（１）業績評価と交付の仕組み

原則として、取締役会があらかじめ定めた一定の業績評価期間における業績目標の達成度に応じて、

当該期間終了後に当社の普通株式を交付します。

（２）報酬の総額及び株式数

本制度に基づき対象取締役に支給する金銭報酬債権の総額は、年額600万円以内（ただし、使用人分

給与は含まない。）とします。また、本制度により発行又は処分される当社の普通株式（以下「本株式」

といいます。）の総数は、年6,000株以内とします。

ただし、本株主総会の決議の日以降の日を効力発生日とする当社の普通株式の株式分割（当社の普通

株式の無償割当てを含みます。）又は株式併合が行われた場合その他譲渡制限付株式として発行又は処

分をされる当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合、分割比率・併合比率等に応じて、

当該総数を、必要に応じて合理的な範囲で調整します。

（３）払込金額

１株当たりの払込金額は、本株式の発行又は処分に係る各取締役会決議の日の前営業日における東京

証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引

日の終値）を基礎として、対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会で決定しま

す。

（４）譲渡制限付株式割当契約

本株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で譲渡制限付株式割当契約を締結し、

以下の内容を盛り込むものとします。

① 対象取締役は、譲渡制限付株式の交付日から、当社の取締役の地位から退任する日までの間（以

下、「譲渡制限期間」という）、当該譲渡制限付株式について譲渡、担保権の設定その他の処分を

してはならないこと。

② 当社は、譲渡制限期間が満了した時点をもって、当該時点において割当対象者が保有する本株式

の全部につき、譲渡制限を解除するものとすること。

③ 譲渡制限期間中に、対象取締役が法令、社内規則又は本割当契約の違反その他本株式を無償取得

することが相当である事由として当社の取締役会で定める事由に該当した場合、本株式を当然に無

償取得すること。
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（５）組織再編時の取り扱いについて

① 業績評価期間中に組織再編等が行われる場合

当社は、業績評価期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換

契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編

等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された

場合（ただし、当該組織再編等の効力発生日が本制度に基づく当社の普通株式の発行又は処分の日

より前に到来することが予定されているときに限る。）には、当社取締役会が特別に認める場合を除

き、本制度に基づく当社の普通株式の交付及び金銭報酬債権の支給（以下、「本交付等」という。）

はいずれも行わないものとし、当該承認の日をもって、本交付等を受ける権利は当然に消滅するも

のとします。

② 譲渡制限期間中に組織再編等が行われる場合

当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換

契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編

等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認された場

合（当該組織再編等の効力発生日が譲渡制限期間が満了した時点より前に到来するときに限る。以

下、「組織再編等承認時」という。）であって、かつ当該組織再編等に伴い譲渡制限を継続すること

が適当でないと当社取締役会が認める場合には、当社取締役会決議により、本株式の全部につき、

当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除いたします。

また、組織再編等承認時には、当社は、当該組織再編等の効力発生日の前営業日をもって、同日

において譲渡制限が解除されていない本株式がある場合には、これを当然に無償で取得いたします。

なお、本株式は、譲渡制限期間中の転売等を防止するため、期間中は当社が指定する証券会社に開設

された専用口座において管理される予定です。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年5月21日

幼児活動研究会株式会社

取 締 役 会 御 中

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岩 崎 亮 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岩 瀬 哲 朗

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、幼児活動研究会株式会社の2025年4月1日から2026年3

月31日までの第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従っ

て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締

役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載

内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、

そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類

等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる

十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合

理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計

算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない

場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書

日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基

礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に

ついて報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年4月1日から2026年3月31日までの第54期事業年度における取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担、監

査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な

事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行

規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該

決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か

らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見

を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

(企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人PｗC Japan有限責任監査法人の監査方法及び結果は相当であると認めま
す。

2026年５月21日

幼児活動研究会株式会社 監査役会

常勤監査役 川 口 弘 之 ㊞

社外監査役 山 嵜 正 俊 ㊞

社外監査役 曲 渕 博 史 ㊞

以上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保し

つつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の経営環境等を勘案

いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 26円

なお、この場合の配当総額は 280,866,300円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年６月24日
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第２号議案 取締役７名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役全員（７名）は任期満了となりますので、取締

役７名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１ 山
や ま し た こ う い ち

下 孝 一

(1946年８月４日)

1972年９月 当社設立代表取締役社長（現任）

304,560株

1997年２月 有限会社日本経営教育研究所(後に

株式会社日本経営教育研究所へ改

組）代表取締役社長

2005年10月 学校法人大和学園理事長

2013年６月 株式会社日本経営教育研究所取締役

2015年７月 株式会社山善取締役（現任）

２ 広
ひ ろ た

田 照
て る あ き

彰

(1956年１月29日)

1978年４月 当社入社

163,600株

1986年４月 当社本部部長

2000年３月 当社取締役本部長

2004年２月 株式会社日本経営教育研究所取締役

2005年４月 当社常務取締役

2006年10月 当社常務取締役事業部担当

2007年４月 当社常務取締役事業部・指導部担当

2008年６月 当社常務取締役事業本部長

2013年６月 当社専務取締役（現任）

３ 川
か わ だ

田 伸
しん

(1962年１月１日)

1984年４月 当社入社

61,000株

2003年４月 当社関西地区課長

2004年４月 当社関西地区支社長

2005年４月 当社西日本事業部長

2006年10月 当社事業部長

2011年４月 当社経営企画室長

2015年６月 当社取締役管理本部長兼経営企画室

長

2016年４月 当社取締役管理本部長兼総務部長

2022年４月 当社取締役管理本部長（現任）

４ 久
く が

賀 満
み つ お

雄

(1962年３月28日)

1984年４月 当社入社

60,000株

1993年４月 当社北関東支社長

1995年４月 当社課長

2000年４月 当社指導部課長

2007年４月 当社東日本事業部長

2011年４月 当社事業部長

2015年６月 当社取締役事業本部長兼事業部長

2016年４月 当社取締役事業本部長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

５ 山
や ま し た

下 明
め い こ

子

(1946年10月５日)

1972年９月 当社取締役副社長

1,020,160株

2006年９月 学校法人大和学園理事長

2007年10月 当社相談役

2008年６月 当社取締役管理本部副本部長兼経理

部長

2009年４月 当社取締役管理本部副本部長

2011年１月 当社取締役管理本部副本部長兼経営

企画室長

2011年４月 当社取締役管理本部副本部長

2011年11月 当社取締役管理本部副本部長兼経理

部長

2015年４月 当社取締役管理本部副本部長兼経理

部長兼事業管理部長

2015年７月 株式会社山善代表取締役社長（現

任）

2016年４月 当社取締役管理本部副本部長兼事業

管理部長（現任）

６ 八
は っ た

田 哲
て つ お

夫

(1966年８月９日)

1989年４月 当社入社

60,400株

1993年４月 当社横浜支部指導主任

1995年４月 当社札幌支部支部長

2000年４月 当社吉祥寺支部支部長

2001年11月 当社日本経営教育研究所課長代理

2003年４月 有限会社日本経営教育研究所取締役

2013年６月 株式会社日本経営教育研究所代表取

締役社長

2016年４月 当社日本経営教育研究所部長

2022年10月 当社日本経営教育研究所兼コスモ・

サポート事業部・園サポート事業部

部長

2023年４月 当社コスモ・コンサルティング事業

部部長

2024年６月 当社取締役コスモ・コンサルティン

グ事業部部長（現任）

― 44 ―

2026年05月22日 12時44分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

７ 大
お お の

野 俊
しゅんいち

一

(1967年５月23日)

1992年10月 青山監査法人

(Price Waterhouse）入所

― 株

1998年７月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社

2002年７月 株式会社リンクアンドモチベーショ

ン入社

2008年３月 株式会社リンクアンドモチベーショ

ン取締役（現任）

2010年11月 株式会社モチベーションアカデミア

設立、取締役（現任）

2011年１月 株式会社リンクダイニング取締役

（現任）

2011年３月 株式会社リンクソシュール取締役

（現任）

2011年６月 株式会社リンクアカデミー取締役

（現任)

2013年１月 株式会社リンク・アイ取締役（現

任）

2015年６月 当社取締役（現任）

2016年10月 株式会社リンク・インタラック取締

役（現任）

2020年１月 オープンワーク株式会社取締役

2021年10月 オープンワーク株式会社監査役（現

任）

2025年４月 ジャパンストラテジックファイナン

ス株式会社取締役（現任）

2025年８月 Unipos株式会社取締役（現任）

2025年８月 イー・アソシエイツ株式会社取締役

（現任）

(注) 1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 各取締役候補者の所有する当社の株式の数は、2026年３月31日現在の状況を記載しており

ます。ただし、2026年３月31日現在の役員持株会を通しての所有分は含まれておりません。
3. 大野俊一氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。

なお、同氏は東京証券取引所が指定を義務づける一般株主と利益相反が生じるおそれのな
い独立役員であります。

4. (1)社外取締役候補者の選任理由及び独立性について
大野俊一氏につきましては、当社の事業内容をよくご理解いただくとともに、取締役とし
ての豊富な経験から経営上求められる判断力、見識などを有し、当社の経営に対する監督
と助言をいただき、取締役及び経営陣幹部の監督強化に関しても重要な役割を果たしてお
られると判断したため、社外取締役として選任しております。
なお、同氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって11年となります。
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(2)社外取締役としての職務を遂行することができると判断する理由について
大野俊一氏は、既に11年間当社の社外取締役として、公正かつ客観的な立場に立って適切
な意見をいただいており、今後も引き続き取締役会の意思決定に際して適切な指導をお願
いできるものと判断しました。

(3)社外取締役との責任限定契約について
当社定款において、社外取締役は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の責任について善意かつ重過失がないときは一定の限度を設ける契約を締結することが
できる旨を定めており、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、責任
限定契約を締結しております。
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第３号議案 監査役２名選任の件

監査役川口弘之及び曲渕博史の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了となり

ますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１ 川
か わ ぐ ち

口 弘
ひ ろ ゆ き

之

(1956年10月24日)

1979年４月 当社入社

78,400株

1996年４月 当社関東支社長

2003年４月 当社総務部長

2006年３月 当社取締役総務部長

2006年４月 当社取締役管理部長

2006年10月 当社取締役総務部・経理部担当兼総

務部長

2007年４月 当社取締役総務部・経理部担当

2007年６月 当社取締役総務部担当

2008年６月 当社取締役管理本部長兼事業管理部

長

2015年４月 当社取締役管理本部長

2015年６月 当社常勤監査役（現任）

２ 曲
まがりぶち

渕 博
ひ ろ し

史

(1960年９月11日)

1984年４月 新光電気工業株式会社 入社

29,500株

1992年９月 三尾公認会計士事務所 入所

1995年12月 曲渕博史税理士事務所開設 代表

（現任）

2008年12月 株式会社グローバルパワー社外監査

役（現任）

2009年５月 甲府倉庫株式会社社外監査役(現任)

2014年３月 株式会社CLホールディングス社外監

査役

2015年６月 当社監査役（現任）

(注) 1. 各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 各監査役候補者の所有する当社の株式の数は、2026年３月31日現在の状況を記載しており

ます。ただし、2026年３月31日現在の役員持株会を通しての所有分は含まれておりません。
3. 曲渕博史氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役候補者であります。

なお同氏は東京証券取引所が指定を義務づける一般株主と利益相反が生じるおそれのない
独立役員であります。

4. (1)社外監査役候補者の選任理由及び独立性について
曲渕博史氏につきましては、税理士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
おり、社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、当社
の監査体制を強化するため、社外監査役としての選任をお願いするものであります。
なお、同氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって11年となります。
(2)社外監査役としての職務を遂行することができると判断する理由について
曲渕博史氏は、税理士としての長年の経験から社外監査役の職務を適切に遂行いただける
ものと判断しております。
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5. 川口弘之及び曲渕博史の両氏は、当社定款において、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の責任について善意かつ重過失がないときは一定の限度を設ける契
約を締結することができる旨を定めており、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
を限度として、責任限定契約を締結しております。
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第４号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する業績連動型譲渡制限付株式報酬

制度導入に伴う報酬決定の件

1. 提案の理由及び本制度を相当とする理由

当社は、取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」といいます。）を対

象に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、

株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、新たに業績連動型譲

渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入いたしたく存じま

す。

本制度に基づき、対象取締役に対して支給される報酬は、従来の金銭報酬枠

（1999年５月27日開催の第27回定時株主総会において承認された年額200,000千円

以内）とは別枠で設定するものであり、当社の定める業績評価期間における業績

目標の達成度等に応じて、当社の普通株式を交付するものであります。

本制度の内容は、当社の経営方針や業績、取締役の職責等を総合的に勘案して

決定しており、下記2．(2)に定める譲渡制限付株式の数の上限が発行済株式総数

に占める割合は、0.05％程度と希釈化率は軽微であることから、その内容は相当

であると判断しております。

また、現在の対象取締役は６名であり、第２号議案のご承認が得られた場合、

対象取締役は６名となります。

2. 本制度の内容

本制度に基づき、対象取締役に対して支給する報酬等の具体的な内容は、以下

のとおりです。

(1) 本制度の概要

本制度は、原則として取締役会が本制度に基づく報酬の支給を決定した事業年

度（以下「業績評価期間」といいます。）における業績目標の達成度合い（営業

利益前年度比105％以上）に応じて、取締役会があらかじめ定める基準に従い、

業績評価期間終了後に、対象取締役に金銭報酬債権を支給し、当該金銭報酬債権

の全部を現物出資財産として払込みを受けることにより、当社の普通株式を発行

又は処分するものです。

(2) 報酬の総額及び株式の総数

・金銭報酬債権の総額：年額600万円以内（ただし、使用人分給与は含みませ

ん。）

・株式の総数：年6,000株以内（ただし、本議案承認の日以降、当社の普通株式

の株式分割又は株式併合等が行われた場合、発行又は処分される株式の総数を合

理的な範囲で調整します。）

― 49 ―

2026年05月22日 12時44分 $FOLDER; 49ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



(3) 株式の払込金額

1株当たりの払込金額は、取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引

所における当社普通株式の終値を基礎として、対象取締役に特に有利な金額とな

らない範囲で、取締役会が決定します。

(4) 譲渡制限付株式割当契約の内容

株式の交付に際しては、当社と対象取締役との間で「譲渡制限付株式割当契

約」を締結し、以下の条項を含むものとします。

1.譲渡制限期間：株式の交付日から、対象取締役が当社の取締役その他当社取

締役会が定める地位を退任する日までの期間。

2.譲渡制限の解除条件：譲渡制限期間中、継続して当社の役員等の地位にある

ことを条件とし、退任の日をもって譲渡制限を解除します。

3.無償取得事由：対象取締役が法令、社内規則又は本割当契約の違反その他本

株式を無償取得することが相当である事由として当社の取締役会で定める事

由に該当した場合、当社は当該株式を当然に無償で取得します。

（5）組織再編等における取り扱い

譲渡制限期間中又は業績評価期間中に、当社が消滅会社となる合併契約や株式

交換・株式移転計画等が当社の株主総会等で承認された場合には、以下のとおり

取り扱います。

1.業績評価期間中に承認された場合（株式付与前）

原則として、本制度に基づく株式の交付及び金銭の支給は行わず、交付を受

ける権利は当然に消滅するものとします。

2.譲渡制限期間中に承認された場合（株式付与後）

取締役会の決議により、当該組織再編等の効力発生日に先立ち本株式の全部

について譲渡制限を解除いたします。なお、その時点で譲渡制限が解除され

ない株式がある場合には、当社はこれを当然に無償で取得いたします。

以 上
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株主総会会場ご案内図

会 場 東京都港区海岸１丁目11番２号

アジュール竹芝 16Ｆ「曙」

電話番号 03-3437-5566（事務所）

交 通 JR・東京モノレール 浜松町駅 北口 徒歩７分

都営大江戸線・都営浅草線 大門駅 B2出口 徒歩８分

新交通ゆりかもめ 竹芝駅 徒歩１分

・総会ご出席の株主様へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承

いただきますようお願い申し上げます。
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